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1. は じ め に
本稿の目的は, スラッファ体系の価格と標準国民所得の異時点間比較の方
法を明らかにするものである｡ スラッファ体系の価格は, 投入係数行列, 労
働投入係数ベクトル, 総労働量, 及び利潤率により説明される価格である｡
その価格は, 現実の価格とは異なる古典派経済学者の ｢必要価格｣ ｢自然価
格｣ ないし ｢生産価格｣ であり (Sraffa (1960) 邦訳 p. 13), 特に賃金曲線
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論文要旨

本稿は, 古典派的な分析枠みである Sraffa (1960) の体系を基礎として, 所得
分配の変化と生産性変化を考慮した場合のスラッファ価格とスラッファの標準国民
所得の多期間比較の方法を明らかにするものである｡ そのために, まず多期間の現
実の総労働量の幾何平均を用いて通時的標準労働を定義し, さらに Hicks (1981),
Gini (1931) の考え方を応用し, スラッファの価格ベクトルと標準純生産物ベク
トルを用いて構築した 2期間比較の価格指数及び数量指数の幾何平均をとることに
よって, 多期間比較のための価格指数, 数量指数, 生産性指数を定義した｡ さらに,
多期間比較の指数の幾何平均として通時的標準商品を定義し, それを生産する通時
的標準労働の価値を 1として基準とすることによる多期間比較の方法を明らかにし
た｡ 本稿の研究により, スラッファ体系を基礎とする非集計的な多期間比較が, 指
数を用いて行われる集計量での多期間比較と整合的であることが示された｡
キーワード：スラッファ体系, 標準生産性指数, 通時的標準労働, 通時的標準商品
が直線となる場合に成立する価格は労働量を単位として測定されていると解
釈することが可能である (Sraffa (1963) 邦訳第 6章)｡ スラッファのこの
労働量で表された価格を用いることで異時点間比較が可能である(1)｡ また,
スラッファの標準商品は, スラッファの標準体系の純生産物の価値, すなわ
ち標準国民所得であり, リカードウの不変の価値尺度の関心を現代によみが
えらせたアイデアとして知られている｡ 本稿が採用するアプローチは, リカー
ドウが追い求めた不変の価値尺度により生産物の価値を測定しようとする不
変の価値尺度アプローチである｡ このアプローチの意義は, 古典派経済学者
が追い求めた真の実質数量をとらえようとすることにある｡ スラッファは,
標準商品のアイデアにより, 古典派のこのアプローチを現代に復活させ, 分
配が変化してもその価値が不変に保たれる標準としての標準商品, すなわち
標準国民所得の特性を明らかにした (Sraffa (1960))｡ またパシネッティは,
部門間で生産性変化が異なる場合の構造経済動学の研究において動学的標準
商品のアイデアを提案している (Pasinetti (1983) (1993))｡ 動学的標準商品
は, 部門間の生産性変化の平均となる社会的生産性変化を体現する合成商品
であり, この動学的標準商品を標準として価格を測定する場合には物価水準
が一定になるとしている｡
本稿は, スラッファやパシネッティの研究を発展させた古典派的なアプロー
チによる異時点間比較の方法を論じるものである｡ 八木 (1998) は, 2期間
比較の指数として, Hicks (1981) で示された機会費用アプローチによる生
産性指数の考え方とスラッファ体系の価格と標準純生産物ベクトルを用いて
価格指数, 数量指数, 及び生産性指数を示している｡ さらに, 八木
(2007), Yagi (2007) は, Gini (1931) の方法を応用して, Hicks (1981)
と Sraffa (1960) のアイデアを統合して構築した 2期間比較の指数の幾何
平均をとり多期間比較に拡張した｡ また, Yagi (2012) では, パシネッティ
の動学的標準商品のアイデアの拡張, 及び分配関係の 2期間比較を可能とす
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る有効賃金曲線を明らかにした｡ Yagi (forthcoming) ではさらに, 利潤
率がゼロの場合に限定して多期間比較の数量指数, 価格指数, 生産性指数を
明らかにしている｡ 本稿では, 以上のような研究を基礎として, 利潤率が正
の場合のスラッファ体系を用いた価格と所得の多期間比較の方法を明らかに
する｡
2. スラッファ体系と多期間比較
 スラッファ体系
スラッファ体系は, 多数の生産物が生産手段として生産にも用いられ, 純
生産物もまた多数の生産物で構成される生産技術を基礎とする｡ スラッファ
は, この生産体系を ｢生産及び生産的消費の方法｣ あるいは単に ｢生産方法｣
と呼んでいる｡ この生産体系は, 多数の生産物を生産する生産物の投入と産
出の一つの体系である｡ 以下では, 各産業の生産物が 1種類, 産業の数が
である単一生産物産業を問題とし, 結合生産, 土地, 固定資本, 非基礎的生
産物は存在しない単純な生産体系を取り上げる｡ そして総労働量を, 投
入係数行列の転置行列を, 労働投入係数ベクトル (列ベクトル) を, 総
産出量ベクトル (行ベクトル) をとして, 生産体系を あるい
は で表すことにする｡ 各ベクトルと行列は単純化して, 
であると仮定する｡ スラッファのいう意味での非基礎的生産
物はないと仮定されているので, 行列は分解不能である｡ 総労働量は
と表される｡
次に, この生産体系によって与えられる価格体系について説明する｡ 賃金
は後払いで, 部門間で均等利潤率と均等賃金率が成立しているものとする｡
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 
労働投入係数ベクトルに対応する価格ベクトル (列ベクトル) を, 均
等賃金率をとし, 均等利潤率をとすると, スラッファの価格方程式体
系は,
となる｡ ここで, 利潤率は外生変数であるとし, 最大利潤率をとして,
利潤率の取り得る範囲は  とする｡ これにより, 標準の条件が
与えられた場合の価格の解は正の値となる｡
スラッファの構成した概念である標準純生産物とは, 所与の生産技術と総
労働量を基礎として得られる仮想の標準体系の純生産物である｡ 標準体系と
は, 投入係数行列の転置行列がで与えられる場合, 体系の総労働量で生
産可能な総生産量ベクトル, 純生産物ベクトル, 標準体系の生産手段ベク
トルが同じ財の構成割合をもち, お互いに実数倍となっている仮
想の体系のことである｡ 生産量ベクトルは, で基準化される｡
このように標準体系の総雇用量が現実の総雇用量に等しい場合の標準体
系の純生産物ベクトルが, 標準純生産物であり, その集計量は標準国民所
得である｡ 数学的にはベクトルが行列の固有ベクトルであることから,
を物的剰余率と等しい最大利潤率として, となる｡ は
行列 の最大固有値から求めることができる値である｡ これより, 
である｡ 以上から, スラッファ体系では, 現実の国民所得と現実の生
産手段と, 標準体系の国民所得と標準体系の生産手段の 2種類の概念が存在
することになる｡ 本稿の分析では, 標準体系の国民所得に着目して説明す
る(2)｡
 スラッフィアンの評価体系
次に, スラッファの価格体系を拡張した評価体系という考え方を説明する
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 
(Yagi (2007))｡
( 2 )の価格体系では, 利潤率が  にあるとき, 以下の関係が
得られる｡
したがって,  を条件とすれば, 標準純生産物の価値は利潤率
の水準に係らず体系の総労働量と等しくなる｡ これより,
となる｡ この式の左辺は現実の労働量 1単位が生産する標準純生産物の価値
である｡ これを標準純生産物を生産する労働の価値生産性と呼んでおこう｡
そうすると, ( 4 )式は標準純生産物を生産する労働の価値生産性を 1とする
ことを意味する｡
現実の労働量 1単位が生産する標準純生産物の価値は, 本来, 任意の正の
値をとりうると考えてよいので, ここで( 4 )式の左辺の値を
とおこう｡ この式の右辺のを労働の価値と呼ぶことにする｡ ( 5 )式を変
形して
とする｡ そうすると, この式は, 仮の構成物である標準純生産物の価値と総
労働量の価値が等しいという関係を表す式となり, 直接労働のみで生産され
る標準純生産物の生産方程式とみなすことができる｡ そこで, この式を加え
ることにより以下の評価体系を得る｡
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この体系では, 方程式は 本であり, 変数は の
個である｡ そこで, 標準の条件が与えられ, 外生変数の 1つが与え
られれば, 体系は決定する｡ ここでは外生変数は利潤率であるとする｡
評価体系 1では, 利潤率が  にあるとき,
が成立する｡ 条件での価格と賃金は,
である｡ ( 8 )式のは, 労働量で測定された価格ベクトルであり, スラッ
ファのいう ｢日付のある労働への還元方程式｣ である (Sraffa (1960) 第 6
章)｡ また( 9 )式のは,労働量 1単位を基準としたときの賃金シェア, あ
るいは労働量 1単位が生産することのできる標準純生産物の価値を 1とした
ときの賃金シェアである｡
 多期間比較のための評価体系
以上の議論を多期間比較のモデルに拡張しよう｡ 期間は第 1期 (年) から
第期 (年) までとし, は有限であるとする｡ 第期までの生産技術と
総労働量のデータは,
であるとする｡ 多期間の評価体系は
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である｡ この体系は, 本の方程式, 





の 
個の変数をもつ｡ ここで,   	の利潤率に対して, 評価体系 2
では, 評価体系 1と同様に,
が成立する｡ そこで, 各期において 	が成立していることを
条件とすれば, 各期においてとなり, ( 8 )式のように価格方程式は
利潤率の関数
となる｡ (12)式のは労働量を単位として測定されている｡ それゆえ, この
価格は異時点間比較が可能である｡ また,  	の条件の下では,
が得られる｡ これより標準国民所得もまた異時点間比較が可能となる｡
次に, 利潤率がゼロの場合を考えよう｡ この場合には価格ベクトルは, パ
シネッティのいう垂直的に統合された労働投入係数ベクトルあるいはマルク
ス経済学での価値ベクトルとなる｡
これらのベクトルを用いて, 現実の総労働量を表すと,
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である｡
3. 通時的標準労働と多期間比較の指数
 通時的標準労働と評価体系
第 1期から第期までの総労働量の幾何平均をとすると,
である｡ この全期間の平均総労働量を 1に基準化し, それをと表す
と,
である｡ このを通時的標準労働 (Intertemporal Standard Labour) と
呼ぶことにする｡ また(16)式の総労働量で基準化した場合の第期の総労働
量をとすると, それは
となる｡
各期の総労働量の基準化に伴って, 労働投入係数ベクトルも修正が必要と
なる｡ (18)式の基準化された各期の総労働量に対応する労働投入係数ベクト
ルを
と定義する｡ この労働投入係数ベクトルを用いると, 各期の総労働量は
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となる｡ これに伴い, 評価体系も以下のようになる｡
評価体系 3についても,   の利潤率に対して,
が成立する｡ そこで, 各期において が成立していることを
条件とすれば, 各期においてとなり, ( 8 )式のように価格方程式は
利潤率の関数
となる｡ この価格で標準純生産物ベクトルを集計すると,
となる｡ この式から, 第期の労働量 1単位が生み出す標準純生産物の価値
は 1である｡
 2期間比較のための指数
スラッファ体系を用いた異時点間比較のための指数の構築について説明す
る｡ その方法は,  の条件のもとで得られる 







を
基礎として, 異なる期間のの変化, の変化を析出する指数を構成する
ことである｡ すなわち, 標準純生産物ベクトルを指数のための数量ウェイト,
スラッファ体系の価格ベクトルを価格ウェイトとする指数を構成するのであ
る｡ 現実の純生産物ベクトルではなく標準純生産物ベクトルを用いて指数を
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構成する点で, ヒックスの機会費用アプローチによる生産性指数の考え方に
従っていると考えることができる (Hicks [1981])｡
まず, 第 1期を基準とした 2元比較の指数を構成する｡ 第 1期と第期の
フィッシャー型価格指数を 



, フィッシャー型数量指数を 




とする｡ 利潤率 が   にあり,  が成立
していることを条件とすると, , , , 

, を用いた指数は以下のよ
うに表される｡
(24)式の価格指数



を標準価格指数と呼び, (25)式の数量指数




を標準所得指数と呼ぶことにする｡
第 1期の総労働量と第期の総労働量の比をとすると
である｡ それゆえ, (24)(26)式から, 以下の式が成り立つ｡
指数  



を標準価値生産性指数と呼ぶことにする｡ この指数は, コ
ストサイドの価格指数の逆数での定義 



と, 数量サイドの 






という定義で, 2重に生産性指数が定義されているという興味
深い特徴を持っている｡ また, この指数を求めるためのデータも ,
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に限られるという非常に便利な特徴を持っている｡
 多期間比較のための指数
(24)(25)(27)式の 2元比較の指数は基準年の取り方に依存するという指数
そのものの問題点を有している｡ そこで, 基準年の選択の問題を回避した指
数を構成するために, 当該年以外の各年を順次基準年とした指数の幾何平均
を標準所得指数とする方法を考えてみよう｡ 当該年以外を順次基準年とする
指数の幾何平均をとる考え方は, ジニ (C. Gini) の多元比較の方法でも採
用されている (Gini [1931])｡
当該年以外の期を順次基準とした各期の標準所得指数の幾何平均は
となる(3)｡ ここで, (28)式の第期の標準所得指数の構造は, より詳しくは
である｡ さらに, 通時的標準労働の定義から
となる｡
他方, 価格指数の幾何平均は
価格と所得の異時点間比較の方法
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となる｡ ここで, (31)式の第期の標準価格指数の構造は, 以下である｡
(27)式に対応する第期の標準価値生産性指数は, 以下のように表される｡
(33)式の生産性指数は, (27)式と同様に, 価格指数の逆数での定義と, 数量
サイドの

 



という定義という形で生産性指数が 2重に定義
されている｡ 指数を求めるためのデータも 



である｡
(33)式を変形すると
となる｡ (34)式は, 第期の労働の価値生産性が, 利潤率の水準にかかわら
ず, 常に 1となることと対応する｡
利潤率がゼロの場合の多期間比較の指数をみておこう (Yagi (forthcom-
ing))｡ 利潤率がゼロの場合には, 各期の標準所得指数 (標準数量指数) は
となる｡ また利潤率がゼロの場合の標準価格指数 (標準価値指数) は,
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となる｡ したがって, 利潤率がゼロの場合の標準生産性指数は,
である｡ この(37)式から,
となる｡
4. 通時的標準商品と価格及び所得の多期間比較
 通時的標準商品
標準国民所得の第 1期から第期までの幾何平均をとすると,
となる｡ これを通時的標準商品 (Intertemporal Standard Commodity)
と呼ぼう｡ 通時的標準商品の価値は 1である｡
ところで, (28)(30)式のの第 1期から第期までの幾何平均をと
すると,
価格と所得の異時点間比較の方法
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となる｡ このは指数の幾何平均であるが, 個別商品を集計した単一の財
とみなすと, (39)式の通時的標準商品の指数からの定義と等しくなる｡
また(31)(32)式のの第 1期から第期までの幾何平均をとすると,
となる｡ このも指数の幾何平均であるが, これを通時的標準商品の価格
とみなすことができる｡
(16)(17)(40)(41)式を考慮すれば, , , はそれぞれ値は 1である
が, 次のように表現することもできるだろう｡
この式は, 通時的標準商品での価値生産性が 1であることを示している｡ こ
の(42)式のを指数の値ではなく通時的標準商品という単一の財とみなし,
をその財の価格とみなそう｡ そうして, ここでも労働の価値を導入す
ると,
という通時的標準商品の生産方程式を得ることができる｡ ここで(42)式より
となるので とするならば
となる｡
同様に, (28)(30)式の

 

を, 利潤率が与えられたもとでの
第期の集計された単一の財とみなし, (31)(32)式の

 

をその
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単一の財の価格とみなそう｡ そうすると, (43)式と同様に, 第期の単一の
財としての

 

の生産方程式は
と表される｡ ここで, (34)式からであり, 



 

 




 



とするならば
である｡ これより
が成り立つ｡ 以上から, 各期の個別価格及び標準国民所得



は, (43)
式の通時的標準商品を生産する通時的標準労働の 1単位の価値を 1とし
て測定されていると考えることができる｡
 有効労働量を用いた多期間比較
次に, (47)式の物価水準

 

を 1とした場合の第期の価格と
賃金を考えよう｡ それは
と定義される｡ これらの価格は通時的標準商品で表されているとみなすこと
ができる｡ (48)(49)式の価格と賃金を用いた価格方程式体系は,
価格と所得の異時点間比較の方法
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である｡ (50)式の価格ベクトルを用いると, 第期の標準国民所得は,
となる｡ したがって, 標準国民所得は各期の利潤率に依存して変動する｡
そこで, 各期間の標準国民所得を, (13)式と同様に, 利潤率の相違から独
立の値として扱うことができる方法を検討する｡ そのために, 現実の総労働
量に代えて, 有効労働という考え方を導入しよう｡ 有効労働 (effective
labour) は, 標準生産性指数と現実の総労働量の積として定義される｡ 有
効労働をと表すと, それは
と定義される｡
次に, (38)式に代わって, 有効労働の価値生産性を 1と基準化する評価を
考えてみよう｡ 有効労働に対応する価値を とすると, (38)式から
あるいは
である｡
また, 有効労働に対応する各期の総労働量に対応する労働投入係数ベクト
ルは
と定義できる｡ この労働投入係数ベクトルを用いると, 各期の有効労働量は
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となる｡
有効労働投入係数ベクトルで与えられる価格体系を用いた多期間の比較の
ための評価体系は, 以下のように表される｡
である｡ 評価体系 4についても,   の利潤率に対して,
が成立する(4)｡ そして
である｡ このとき(57)式の条件の下で, 各期の標準国民所得は, 以下の式の
ようになる｡
この式のは, 利潤率が正の場合の価格による標準純生産物の集計価値
を表している｡ そして, この値は, 利潤率が変化しても一定の値であり,
(10)式の生産技術の相違による社会的生産性の相違を反映した有効労働
と等しい値となっている｡ 以上の方法は, リカードウが追い求めた分配の変
化と生産性の変化の双方を反映した価格と所得の異時点間比較の一つの方法
と考えることができる｡
価格と所得の異時点間比較の方法
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5. 結 語
本稿では, スラッファ体系を用いて多期間比較のための指数を構築し, ス
ラッファ体系の価格と標準国民所得の異時点間比較に関する新しい方法を示
した｡ まず, スラッファ体系の価格ベクトルと標準純生産物ベクトルを用い
た 2期間比較のための指数の幾何平均をとり, 多期間比較のための価格指数
(価値指数), 所得指数 (数量指数), 生産性指数を構築した｡ これらの指数
は, 2期間比較の指数と同様に, 生産性指数が, 価格指数の逆数による定義
と所得指数を労働投入指数で割った値による定義の 2つの方法で 2重に定義
されるという興味深い特徴を有している｡ そして, 所得指数を集計された単
一の財の数量, 価格指数をその財の価格とみなすことにより, 第期の集計
された単一財を生産する労働の価値生産性が, 利潤率の水準にかかわらず,
常に 1となるという性質が現れる ((34)式参照)｡ 次に, 指数を構築して得
た集計量の所得の多期間比較の結果は, スラッファ体系の標準国民所得の異
時点間比較と整合的であり, 通時的標準商品を生産する通時的標準労働の価
値を 1として測定されていると解釈することが可能であるという結論が
示された ((47)式参照)｡ さらに, 生産性指数で示される生産性変化を考慮
した場合の多期間比較については, 有効労働を定義することにより, 評価体
系 4のように生産性変化を組み込んだ形に修正しその価格で標準国民所得を
定義することによって異時点間比較を行う方法を示した｡
現代の経済分析においては, 実質値は統計的な手続きに従った指数の方法
によって求められる｡ しかし, こうした統計的な手法に従った実質値も, パ
シネッティのいう構造インフレの要素を含んでいることになる (Pasinetti
(1981) (1993), Yagi (2012))｡ これに対して, 本稿の研究は, 価格と所得
の多期間比較を通時的標準商品と通時的標準労働という構成物を基準として
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行うという新しいアプローチである｡ これは, 古典派の不変の価値尺度アプ
ローチの延長上にある真の意味での実質値を探求する研究の一つの重要な貢
献と考えることができる｡
( 1 ) Kurz and Salvadori (1993) は, リカードウの不変の価値尺度は, 分配の
変化からもその価値が独立であり, 生産性の変化を考慮する異時点間比較の問
題も考慮していたのに対して, スラッファの標準標品は分配の面に関する不変
の価値尺度であるとして, その相違を論じている｡ これに対して, 八木 (2001),
Yagi (2007) (2012) は, スラッファ体系の労働量で表された価格によって異
時点間比較が可能であることを示した｡
( 2 ) 現実の純生産物の価値 (現実の国民所得) と標準純生産物の価値 (標準国民
所得) の相違は, 直線の賃金曲線で表される分配関係全体ではなく, 現実の生
産手段の価値と標準体系の生産手段の価値の相違から生じる利潤額にのみに対
応している｡ それゆえ標準国民所得を現実の国民所得の代理変数とみなすこと
が可能である｡ Yagi (2007) (2012) を参照｡
( 3 ) (28)式では, Gini [1931] の方法とは異なり, (25)式のように一度フィッシャー
型の 2期間比較の指数として構成された指数について基準年を順次移した指数
の集合の幾何平均をとっている｡
( 4 ) 有効賃金を 



 とすると, 有効賃金曲線は


 





  
である (Yagi (2012))｡
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